
周術期における口腔機能の管理等、チーム医療の推進

周術期における口腔機能の管理

 がん患者等の周術期等における歯科医師の包括的な口腔機能の管理
等を評価（術後の誤嚥性肺炎等の外科的手術後の合併症等の軽減が目的）

周術期における口腔機能の管理

等を評価（術後の誤嚥性肺炎等の外科的手術後の合併症等の軽減が目的）

（新） 周術期口腔機能管理計画策定料 ３００点
【周術期における一連の口腔機能の管理計画の策定を評価】【周術期における 連の口腔機能の管理計画の策定を評価】

（新） 周術期口腔機能管理料（Ⅰ） １９０点
【主に入院前後の口腔機能の管理を評価】【主に入院前後の口腔機能の管理を評価】

（新） 周術期口腔機能管理料（Ⅱ） ３００点
【入院中の口腔機能の管理を評価】【入院中の口腔機能の管理を評価】

（新） 周術期口腔機能管理料（Ⅲ） １９０点
【放射線治療や化学療法を実施する患者の口腔機能の管理を評価】

 周術期における入院中の患者の歯科衛生士の専門的口腔衛生処置を
評価評価

（新） 周術期専門的口腔衛生処置 ８０点
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周術期における口腔機能の管理のイメージ
手術を実施する病院 連携する歯科医療機関

（病院内の歯科医師による）

手術を実施する病院 連携する歯科医療機関

入
①

（手術を実施する科）

周術期口腔機能管理計画策定料

依頼

周術期口腔機能管理料（Ⅰ）
【１９０点】

院
前

②’
周術期口腔機能管理料（Ⅰ）

【１９０点】

②

周術期口腔機能管理計画策定料
【３００点】

【１９０点】

周術期口腔機能管理料（Ⅱ）
【３００点】

（病院内の歯科医師による）

【１９０点】

③

【３００点】

（手術）入
院
中

周術期口腔機能管理料（Ⅱ）
【３００点】

（病院内の歯科医師による）

⑤

④

周術期口腔機能管理料（Ⅰ）
【１９０点】

退
院
後

⑤’（病院内の歯科医師による）

周術期口腔機能管理料（Ⅰ）
【１９０点】

⑤

※歯科の無い医療機関に入院する患者の入院中の周術期の口腔機能の管理が必要な場合は、連携する歯科医療機関の歯
科訪問診療で実施。

※放射線治療や化学療法を実施する患者についても同様に連携して口腔機能の管理を実施。 １５



在宅医療の充実

医療機関間連携等を行い、緊急往診と看取りの実績等を有する医療機

医療機関間連携等による在宅医療の機能強化と看取りの充実

関について、評価の引き上げを行う。
・緊急時・夜間の往診料の引き上げ
在宅時医学総合管理料の引き上げ・在宅時医学総合管理料の引き上げ

・在宅患者緊急入院診療加算の引き上げ
・在宅ターミナルケア加算の評価体系の見直し在宅タ ミナルケア加算の評価体系の見直し

往診料 緊急加算 ６５０点

在宅時医学総合管理料(処方せん有) ４ ２００点

往診料 緊急加算 ８５０点

在宅時医学総合管理料(処方せん有) ５ ０００点

【現行】 【改定後】＜機能を強化した在宅療養支援診療所/病院（病床を有する場合）の例＞

在宅時医学総合管理料(処方せん有) ４,２００点

在宅患者緊急入院診療加算 １,３００点

在宅ターミナルケア加算 １０,０００点

在宅時医学総合管理料(処方せん有) ５,０００点

在宅患者緊急入院診療加算 ２,５００点

（新） ターミナルケア加算
（新） 看取り加算

６,０００点
３ ０００点

緩和ケ 専門 医師 看護師と 在宅医療を担う医療機関 医師 看護師が共同

在宅緩和ケアの充実

（新） 看取り加算 ３,０００点

緩和ケア専門の医師・看護師と、在宅医療を担う医療機関の医師・看護師が共同
して、同一日に診療・訪問を行った場合を評価し、在宅緩和ケアの充実を図る。
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在宅歯科医療の評価

在宅歯科医療の推進

 歯科訪問診療の対象者の表現の見直し

在宅歯科医療の推進

常時寝たきりの状態等であ て 在宅等に 在宅等において療養を行 ており 疾病常時寝たきりの状態等であって、在宅等に
おいて療養を行っており、疾病、傷病のた
め通院による歯科治療が困難な患者

在宅等において療養を行っており、疾病、
傷病のため通院による歯科治療が困難
な患者

→

 歯科訪問診療料の評価の引き上げ
歯科訪問診療料１ ８３０点 → ８５０点
【同 建物居住者（在宅等で２人以上を診療した場合）以外に対する歯科訪問診療をした際の評価】【同一建物居住者（在宅等で２人以上を診療した場合）以外に対する歯科訪問診療をした際の評価】

 歯科訪問診療の器具の携行に関する評価の見直し
在宅患者等急性歯科疾患対応加算在宅患者等急性歯科疾患対応加算
【歯科治療に必要な切削器具等を常時携行している場合の評価】

同一初診期間中
１回目 ： 232点 →

同一建物居住者以外：１７０点
同一建物居住者 同一日に５人以下：８５点

 歯科衛生士の歯科訪問診療の補助に関する評価
（新） 歯科訪問診療補助加算 同 建物居住者以外 １１０点

１回目 ： 232点
２回目以降：90点

同 建物居住者 同 日に５人以下：８５点
同一日に６人以上：５０点

（新） 歯科訪問診療補助加算 同一建物居住者以外：１１０点

同一建物居住者：４５点
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在宅薬剤管理指導業務の一層の推進

在宅業務を推進するため、過去の実績も考慮した施設基準を満たす薬
局が 在宅患者向けに調剤した場合の加算を新設する

在宅業務に対する新規評価

局が、在宅患者向けに調剤した場合の加算を新設する。
（新） 在宅患者調剤加算 １５点（処方せん受付１回につき）

かかりつけ薬局が対応できない場合に、あらかじめ連携しているサポー
ト薬局が臨時に在宅訪問対応できるよう 制度を見直す ※

小規模薬局間の連携による在宅業務の評価

ト薬局が臨時に在宅訪問対応できるよう、制度を見直す。※

無菌調剤に係る薬局の負担軽減

※ 現行では、薬局単独で実施した場合のみ算定可能。改定後は、サポート薬局が実施した場合であっても算定可能。

無菌調剤に関する施設基準を合理的に見直す。※

無菌調剤に係る薬局の負担軽減

※ 小スペ スでも実施可能となるよう 専用の部屋（５平方メ トル以上）の施設要件を削除

在宅訪問可能な距離の目安を設定

※ 小スペースでも実施可能となるよう、専用の部屋（５平方メートル以上）の施設要件を削除。

患家までの距離が遠い場合は緊急時に患者の不利益も予想されること
から、１６ｋｍを超える場合には、原則、算定不可とする。
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訪問看護の充実

医療ニ ズの高い患者 の対応

訪問看護の訪問回数や対象の制限等について、要件の緩和を行い、増
加し ある医療 ズの高い患者に対する訪問看護の充実を図る

医療ニーズの高い患者への対応

加しつつある医療ニーズの高い患者に対する訪問看護の充実を図る。

訪問看護を週4日以上提供できる対象の拡大
退院直後 外泊日 退院当日の訪問看護を評価退院直後、外泊日、退院当日の訪問看護を評価
月13回以上の訪問看護に係る訪問看護管理療養費の算定対象の拡大

看護補助者との同行訪問及び専門性の高い看護師との同一日の訪問

効率的かつ質の高い訪問看護の推進

看護の評価を行い、効率的かつ質の高い訪問看護の推進を図る。
（新） 複数名訪問看護加算 ３００点 （訪問看護療養費３,０００円）

専門性 高 看護師 よる訪問 評価（褥瘡ケ は緩和ケ ）
（※）専門性の高い看護師による訪問の評価（褥瘡ケア又は緩和ケア ）

（新） 在宅患者訪問看護・指導料（専門の研修を受けた看護師） １２,８５０円
（新） 訪問看護基本療養費 （専門の研修を受けた看護師) １ ２８５点

（※）

（新） 訪問看護基本療養費 （専門の研修を受けた看護師) １,２８５点
長時間訪問看護の対象拡大：超重症児・準超重症児等

１９（※） 緩和ケアについては、スライド１６再掲



維持期リハビリテーションの評価

維持期リ ビリ シ 評価

 要介護被保険者等に対する維持期の脳血管疾患等リハビリテーション、運動器リハビ
リ シ 評価 見直しを行 維持期 リ ビリ シ ※に 医療と介護

維持期リハビリテーションの評価

リテーションの評価の見直しを行い、維持期のリハビリテーション※について医療と介護
の役割分担を明確化する。
※標準的算定日数を超えた患者について、治療を継続することにより状態の改善が期待できると医学的に判断されないが、状

態の維持等を目的として行われるリハビリテーション態の維持等を目的として行われるリハビリテーション

脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅰ) ２４５点 脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅰ) ２２１点

【現行】 【改定後】＜要介護被保険者等に対するリハビリテーション料＞

( ) 点

脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅱ) ２００点

脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅲ) １００点

運動器リハビリテーション料(Ⅰ) １７５点

( ) 点

脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅱ) １８０点

脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅲ) ９０点

運動器リハビリテーション料(Ⅰ) １５８点運動器リハビリテ ション料(Ⅰ) １７５点

運動器リハビリテーション料(Ⅱ) １６５点

運動器リハビリテーション料(Ⅲ) ８０点

運動器リハビリテ ション料(Ⅰ) １５８点

運動器リハビリテーション料(Ⅱ) １４９点

運動器リハビリテーション料(Ⅲ) ８０点

（注）廃用症候群の場合に対する脳血管疾患等リハビリテーションは省略
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がん医療の推進

緩和ケアの評価
 緩和ケア病棟に入院待ちする患者数の増加等を踏まえ、 緩和ケア病棟入院基本料

の評価体系の見直し（入院初期の緩和ケアに対する評価の充実）を行い、外来・在宅

緩和ケアの評価

緩和ケアの充実と併せて、在宅への円滑な移行を促進し、緩和ケアの提供体制の充
実を図る。

（改） 30日以内の場合 ４ ７９１点

【現行】 【改定後】緩和ケア病棟入院料（１日につき）

（改） 30日以内の場合 ４,７９１点

（改） 31日以上60日以内の場合 ４,２９１点

（改） 61日以上の場合 ３,２９１点

緩和ケア病棟入院料 ３,７８０点

多様化したがん治療に対応できるよう、がん診療連携に係る評価について要件等の

がん診療連携の充実
多様化したがん治療に対応できるよう、がん診療連携に係る評価について要件等の

見直しを行い、地域の医療機関におけるがん診療連携をより一層推進させる。
（改） がん診療連携拠点病院加算

従来は 別の医療機関で悪性腫瘍と診断された紹介患者が入院した時のみ評従来は、別の医療機関で悪性腫瘍と診断された紹介患者が入院した時のみ評
価されていたが、疑い病名での紹介や、入院には至らず外来化学療法等を受け
た場合でも算定可能とする。

（改） がん治療連携計画策定料（改） がん治療連携計画策定料
従来は、手術後に速やかに退院した場合のみ算定可能であったが、退院後の
外来診療時や、計画変更時でも算定可能とする。 ２１



生活習慣病対策の推進

糖尿病透析予防指導の評価

 透析患者数が増加している中、透析導入患者の原疾患は糖尿病性腎

糖尿病透析予防指導の評価

症が最も多くなっており、糖尿病患者に対し、外来において、医師と看
護師又は保健師、管理栄養士等が連携して、重点的な医学管理を行
うことについて評価を行い 糖尿病患者の透析移行の予防を図るうことについて評価を行い、糖尿病患者の透析移行の予防を図る。

（新） 糖尿病透析予防指導管理料 ３５０点（月１回）

[算定要件]
ヘモグロビンA1c（HbA1c）が6.1％（JDS 値）以上、6.5％（国際標準値）以上又は内服薬やインスリン製剤を使用 し

ている外来糖尿病患者であって 糖尿病性腎症第２期以上の患者（透析療法を行っている者を除く）に対し 透析予ている外来糖尿病患者であって、糖尿病性腎症第２期以上の患者（透析療法を行っている者を除く）に対し、透析予
防診療チームが透析予防に係る指導管理を行った場合に算定する。
[施設基準]
① 以下から構成される透析予防診療チームが設置されていること。

ア 糖尿病指導の経験を有する専任の医師ア 糖尿病指導の経験を有する専任の医師
イ 糖尿病指導の経験を有する専任の看護師又は保健師
ウ 糖尿病指導の経験を有する専任の管理栄養士

② 糖尿病教室等を実施していること。
③ 一年間に当該指導管理料を算定した患者の人数 状態の変化等について③ 年間に当該指導管理料を算定した患者の人数、状態の変化等について

報告を行うこと。

２２



精神科医療機関間の連携の評価

精神科急性期医療の充実

 精神科救急医療機関に緊急入院した後、状態の落ち着いた患者につ
いて、あらかじめ連携している精神科医療機関に転院させた場合や、精

精神科医療機関間の連携の評価

て、あらかじめ連携して る精神科医療機関に転院させた場合や、精
神科医療機関が受け入れた場合の評価を新設し、精神科救急医療機関
と後方病床としての精神科医療機関の連携を評価する。

（新） 精神科救急搬送患者地域連携紹介加算 １,０００点

（新） 精神科救急搬送患者地域連携受入加算 ２,０００点（新） 精神科救急搬送患者地域連携受入加算 , 点

［算定要件］

精神科救急医療機関に緊急入院した患者が、入院日から60日以内に他の精神科医療機関に転
院した場合に算定する院した場合に算定する。

［施設基準］

精神科救急搬送患者地域連携紹介加算

精神科救急入院料、精神科急性期治療病棟入院料、精神科救急・合併症入院料の

届出を行っている医療機関

精神科救急搬送患者地域連携受入加算精神科救急搬送患者地域連携受入加算

精神病棟入院基本料、精神療養病棟入院料、認知症治療病棟入院料、児童・思春期

入院医療管理料の届出を行っている医療機関 ２３



精神科慢性期医療の充実

精神療養病棟入院料の見直し

 精神科救急医療体制の確保への協力及び重症者を受入れている病
棟の評価を行い、より質の高い精神医療の充実を図る。

精神療養病棟入院料の見直し

棟の評価を行い、より質の高い精神医療の充実を図る。

精神療養病棟入院料（1日につき）

１,０５０点

精神療養病棟入院料（1日につき）

１,０６１点,

重症者加算（１日につき） ４０点 （新） 重症者加算１（1日につき） ６０点

（新） 重症者加算２（1日につき） ３０点
〔算定要件〕〔算定要件〕
重症者加算：当該患者のGAF尺度によ
る判定が40以下であること。

〔算定要件〕
重症者加算１

精神科救急医療体制の確保に協力して
保険 療機 あ 該患者いる保険医療機関であって、当該患者の

GAF尺度による判定が30以下であること。
重症者加算２

当該患者のＧＡＦ尺度による判定が40以

 退院支援部署による支援で退院した場合の加算を新設し、早期退院

当該患者のＧＡＦ尺度による判定が40以
下であること。

退院支援部署による支援で退院した場合の加算を新設し、早期退院
を推進する。

(新) 退院調整加算 ５００点（退院時１回） ２４



通院 在宅精神療法の見直し

地域における精神医療の評価

 精神科救急医療体制の確保に協力等を行っている精神保健指定医等
の評価を引き上げ 地域に移行した患者への医療提供体制の充実を図る

通院・在宅精神療法の見直し

の評価を引き上げ、地域に移行した患者への医療提供体制の充実を図る。

通院 在宅精神療法（ 回 き） （新）通院 在宅精神療法（１回につき）通院・在宅精神療法（１回につき）

１ 初診料を算定する初診の日にお
いて精神保健指定医等が通院・在宅

（新）通院・在宅精神療法（１回につき）

１ 初診料を算定する初診の日において
精神科救急医療体制の確保に協力等を

２ １以外の場合

イ 分以上の場合 点
２ １以外の場合

精神療法を行った場合 ５００点 行っている精神保健指定医等が通院・
在宅精神療法を行った場合 ７００点

イ ３０分以上の場合 ４００点

ロ ３０分未満の場合 ３３０点

２ １以外の場合

イ ３０分以上の場合 ４００点

ロ ３０分未満の場合 ３３０点

２５



認知症対策の推進

認知症治療病棟入院料の見直し

 認知症患者について、入院日数に応じた評価体系に見直し、短期集
中的な認知症治療の推進を図る

認知症治療病棟入院料の見直し

中的な認知症治療の推進を図る。

認知症治療病棟入院料１ 認知症治療病棟入院料１認知症治療病棟入院料１

60日以内の期間 １,４５０点

61日以上の期間 １,１８０点

認知症治療病棟入院料１

30日以内の期間 １,７６１点

31日以上60日以内の期間 １,４６１点

61日以上の期間 １,１７１点

 看護職員の数等が異なる認知症治療病棟入院料２についても、同様
に評価体系を見直す。に評価体系を見直す。

２６



感染防止対策の評価

感染防止対策の評価
 院内における感染防止対策の評価を充実させ、院内感染対策に関する取組を推進する。

（新） 感染防止対策加算１ ４００点（入院初日）

感染防止対策の評価

（新） 感染防止対策加算１ ４００点（入院初日）
（新） ２ １００点（入院初日）

［施設基準］

感染防止対策加算１感染防止対策加算１

① 専任の院内感染管理者が配置されており、感染防止対策部門を設置していること。

② 以下からなる感染防止対策チームを組織し、感染防止に係る日常業務を行うこと。

ア 感染症対策に３年以上の経験を有する専任の常勤医師

イ ５年以上感染管理に従事した経験を有し 感染管理に係る適切な研修を修了した専任の看護師イ ５年以上感染管理に従事した経験を有し、感染管理に係る適切な研修を修了した専任の看護師

ウ ３年以上の病院勤務経験をもつ感染防止対策に関わる専任の薬剤師

エ ３年以上の病院勤務経験をもつ専任の臨床検査技師

(ア又はイのうち1名は専従であること。)

③ 年４回以上 感染防止対策加算１を算定する医療機関は 感染防止対策加算２を算定する医療機関と共同カンフ レンスを開催すること③ 年４回以上、感染防止対策加算１を算定する医療機関は、感染防止対策加算２を算定する医療機関と共同カンファレンスを開催すること。

感染防止対策加算２ （感染防止対策加算１と異なる部分を記載）

① 一般病床の病床数が300床未満の医療機関であることを標準とする。

② 感染防止対策チームを組織し、感染防止に係る日常業務を行うこと。感染防止対策チームの構成員については、感染防止対策加算１の
要件から イに定める看護師の研修要件を不要とする また ア又はイのいずれも専任でも可能とする要件から、イに定める看護師の研修要件を不要とする。また、ア又はイのいずれも専任でも可能とする。

③ 年４回以上、感染防止対策加算１を算定する医療機関の主催する共同カンファレンスに参加すること。

 感染防止対策加算１を算定する医療機関同士が年１回以上、互いの医療機関に赴いて相互に感染防止
関する評価を行 た場合 加算を新設 院内感染防止対策 より 層 推進を図るに関する評価を行った場合の加算を新設し、院内感染防止対策のより一層の推進を図る。

（新） 感染防止対策地域連携加算 １００点（入院初日）

２７


